
1 

 

2023 年 2 月 24 日 

 

学校法人国際基督教大学 

2023 年度事業計画 

 

 国際基督教大学（以下、ICU）には、献学以来掲げている 3 つの目的がある。キリスト教

精神に基づき、自由にして敬虔なる学風を樹立すること、国際的社会人としての教養をもっ

て神と人とに奉仕する有為の人材を養成すること、そして恒久平和の確立に資すること、の

3 つである。その目的を実現するために、我々は、学問への使命、キリスト教への使命、国

際性への使命をミッションとして掲げ、よりよい未来のためのリベラルアーツ教育と研究

を行う。今後一段と進化する情報科学技術への積極的な適応とともに、グローバル市民とし

ての責任の意識化と行動を通じて、現代の国際社会・地域社会の諸問題に取り組み、common 

good の精神をもって事業を展開する。今年度は、2014 年に文部科学省「スーパーグローバ

ル大学創成支援」事業に採択されたプロジェクト『信頼される地球市民を育むリベラルアー

ツのグローバルな展開』の完成年度にあたり、その成果をふまえながら、世界のリベラルア

ーツ大学と協働して、本学の使命を果たしていく。 

 国際基督教大学高等学校（以下、ICU 高校）は、キリスト教を基盤に平和への貢献と人権

の尊重される社会の実現を使命に掲げ、帰国生徒の受け入れを主たる目的とする「わが国に

てはじめての試み」として、学校づくりを進めてきた。創立より 45 年という歳月が経過し

たが、ICU 高校は、その独自性と先進性により高等学校教育界において高い評価を得て、確

たる地歩を占めるところとなった。学習指導要領改訂に伴う新教育課程実施の二年目にあ

って、さらに質の高い教育を生徒に提供し、本校使命の達成のために共に力を尽くす人間の

育成をめざす。2028 年に迎える創立 50 周年を視野に、本校の実践を広く社会に向けて発信

し、よりよい社会を築く力の一翼を担いたい。 

 学校法人国際基督教大学は、中⾧期的展望に立ち、2023 年度は以下のような事業に取り

組む。 

 

 

【大学】 

I. 教育に関する目標と計画 

1. 専門性に支えられた総合的な知を涵養するリベラルアーツ教育のグローバルな展開 

1) リベラルアーツにおける数理・情報科学の明確な位置付け 

- 複雑化した現代社会における多種多様な問題を解釈する力やデータ分析能力を培うこと

を目的として、数理情報統計に関する一般教育科目を、新規科目を含め、計 5 科目開講す

る。また、この科目開講をもって、文部科学省 MDASH-Literacy（「数理・データサイエン

ス・AI 教育プログラム」）認定制度（リテラシーレベル）に申請する。  

- 自然科学の各メジャー別の基礎ではなく、自然科学の全メジャーに通底する自然科学的思
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考と対象理解の基礎を全ての ICU 生が獲得することを目指し、一般教育科目の自然科学領

域科目の新設を検討する。 

2) 人文科学、社会科学、自然科学の横断的な学びを促すカリキュラムの充実 

- 一般教育科目と基礎科目の差異化を明確にし、具体的には、専門研究の基礎ではなく、さ

まざまな専門的視点から多角的に対象を理解し分析する思考のダイナミズムを経験する場

として、人文科学・社会科学・自然科学の分野を横断する学際的なコース「特別講義：リベ

ラルアーツから問うポストヒューマン論争」を新設する。担当教員により選ばれたタイムリ

ーなトピックを扱い、複数の領域の知識を用いて、リベラルアーツ的な思考を試みる。  

- アート・思想・スポーツを通じて身体感覚と感性を養うため、博物館・美術館割引制度の

授業内活用について検討を開始する。 

3) リベラルアーツにおける学術的な専門性を習得するための確実な指針の提示 

- 授業科目とディプロマ・ポリシーとの関連性をシラバスにおいてより分かりやすく明示し、

教育の質を保証する。また、全ての学生が学修活動を行うために授業内外で活用できる学内

の各種アカデミックリソースや合理的配慮を明示する。 

- 教育と学修に関する全学的な目標の実現に向けて、学修・教育センターが実施する各種調

査結果を学内に共有する。 

- 学術的専門性を保証するために、メジャー選択後にメジャーの Research Method を学生

が身につけるコース(日・英)について、各デパートメント・メジャーの開講状況について調

査する。 

4) 戦略的なオンライン授業の導入 

ポストコロナにおけるオンライン教育の戦略的な活用と授業の在り方について、形態、内

容、学内の運用方法を含む多様な観点から特別委員会にて検討し、ガイドラインを作成・運

用する。 

5) サービス・ラーニング・プログラムの拡充 

サービス・ラーニング・センターはプログラムの質の改善、多様化の促進、学生への機会

拡大に取り組む。教員主導の SL コースの体制基盤をつくり、引き続きリフレクション・コ

ースの検証と GE コース（日、英）の適切な運営体制の定着化を図る。国際 SL は、産学連

携の試みで開始するインドネシアのプログラム、東南アジアの既存プログラム内容の確認、

アフリカおよび南米におけるパートナー校との連携強化に努め、プログラム参加者数を新

型コロナウイルス感染症拡大前の水準に戻すことを目指す。コミュニティ SL（国内）は、

活動分野の多様化と、三鷹市、⾧崎県、栃木県、⾧野県、秋田県のパートナー団体、国際教

養大学との SL プログラムを継続する。ミドルベリー大学（アメリカ）および SLAN パート

ナーと日本国内で実施する Japan Summer Service-Learning (JSSL)プログラムの対面実施を

目指しプログラム改善のための企画開発を行う。また、Japan ICU Foundation(JICUF)と共

同で立ち上げたコモングッド基金学生プロジェクトの最終年の活動を支援し、総括する。 

6) 文理融合の環境整備  

リベラルアーツ教育および研究をさらに創造的に発展させるための施設整備として、ト
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ロイヤー記念アーツ・サイエンス館が 2022 年 12 月に完成、2023 年 4 月より本格的に運用

を開始する。自然科学系のラボと研究室のある空間をメジャーの枠を超えて全ての学生が

行き来する構造のもと、更なる文理融合の強化を目指す。 

7) 教育活動における情報テクノロジーの積極的な活用 

オンラインも視野に入れた新たな授業形態を作り、電子リソースを充実させ、いかなる状

況にあっても教育の継続性と耐性を確保できる基盤を整備する。 

- クラウドバックアップの容量増やファイアウォール等のインフラ更改を実施し、パンデミ

ックや災害時の教育の継続を確保する。また、ますます増加する授業や業務のオンライン化

に対応する。  

- 膨大なスケールで提供される電子リソースを体系的に可視化することを目指す。ベンダー

より提供される各電子リソースに加えて、Moodle や YouTube をプラットフォームに展開

される自機関作成の動画コンテンツのさらなる拡充を図る。学外認証のセキュリティ・レベ

ルを高め、学術情報へのアクセス環境の充実に努める。 

  

2. 教学分野における国際化を推進するための国内外の大学あるいは研究機関とのグローバ

ルな連携の強化 

1) 国際教育プログラムの展開 

教学分野における国際化を推進するため海外協定大学との多様な留学プログラムの充実

に取り組む。特に学生交流の拡充が必要な地域について新規協定校開拓を進めるほか、新

型コロナウイルスで顕著となった交換留学プログラムの学生数の不均衡の解消に努める。

実施 2 年目を迎える延世大学アンダーウッドカレッジと共同実施の LearnUs Global 

Semester Program は、必要な改良を加えて、継続的にプログラム実施できる体制の確立に

注力する。 

海外英語研修（SEA）プログラムおよび夏期留学プログラムは、学生の多様なニーズに

対応した短期留学プログラムの開発と改革を継続するほか、Language Buddies（1 対 1 の

オンライン語学交流）や Language Tables（ランチタイムを活用したグループ語学交流）

等の学生交流事業を推進する。さらに、ICU 学部卒業後の海外留学の機会として提供する

Middlebury Institute of International Studies at Monterey（MIIS）Accelerated Entry 

Program の周知に取り組み、海外大学院との連携を促進し、優秀な学生の海外大学院進学

を支援する。  

2) グローバル教育センターの設置 

4 月に開室するグローバル教育センターでは、夏に新規サマープログラム International 

Summer Program in Japan を実施する。7 月の 4 週間、タスクベースの語学学習と、文化、

歴史、社会、経済、政治、ビジネスなど、日本のさまざまな側面に焦点を当てたオムニバス

形式の学習が行われる予定である。ICU を拠点に国際学生や研究者を招き入れ日本研究の

発信に努め、ICU のミッションの一つとしての国際連携を推進する基盤を整える。 

3) 外部機関との教育システムの連携 
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コロナ対応で獲得した知見をもとに、オンラインによるコース構築や運営、国内外の大

学・研究機関とのオンラインによる教育システムの連携を、深く多様に展開する。 

ここ数年のオンライン授業実施で得られた知見を踏まえ、ICT 活用ワークショップや教

員が自身の経験などを共有するカジュアルな集まり、授業訪問などの FD プログラムをさ

らに充実させ、メジャーやプログラムを横断して、リベラルアーツ教育における様々な手法

を共有し議論を行っていく。また、オンラインで実施することで効果が発揮され、教育の質

が高まると考えられる分野や科目については、戦略的にオンライン授業の手法を活用し、新

たなコースやプログラムの可能性を探る。 

  

3. 世界の多様な人々とコミュニケートし、情報の発信と受容を適切に行うための学術的で実

用的な言語能力を学生が獲得するためのカリキュラムの充実 

1) 英語での卒論執筆率の向上を図るための制度を構築する。具体的には、ライティングサ

ポートデスク、プルーフリーディング等の学生のアカデミックな能力向上を支援するため

の各種サポートデスクの効果検証を行い、より効果的かつ網羅的な学修支援サービスとす

べく見直しを行う。 

2) 日英以外の言語習得を推進するため、「世界の言語」では、学生のニーズの高い言語につ

いてセクション増を図る。 

  

4. 多様なバックグラウンドを持ち、ICU で学ぶ潜在的能力やその資質を持つ入学者を選抜す

る制度のさらなる強化 

1) 大学広報 

ICU が社会から高い評価を得られ、理解者・支援者が増え、受験生に進学先として選択し

てもらえる大学になるため、適切な情報発信により、関係者（受験生、高校教員、在学生保

証人、同窓生、ご寄付者、地域の方、メディア関係者、その他大学の各種イベント参加者な

ど）と望ましい関係づくりをしていくことを目指す。 

2) 国内学生募集活動 

全国の大学で総合型選抜及び学校推薦型選抜による入学者が過半となるケースが多くな

り、各大学による受験生の早期囲い込みが加速している。18 歳人口の減少、受験生の安全

志向、ICU と類似する特色を掲げるプログラムを持つ大学の増加という環境において、他

大学との差別化という視点も踏まえ、「教育の質」に主眼をおいた広報活動を継続すること

を大方針とする。ICU の教育の質を理解し、高い志望を持つ受験生層に早期に接触し、志願

を継続してもらうために定期的な接触を図る取り組みを強化する。 

献学 70 周年となる 2023 年は献学の理念に基づく積極的な大学広報活動に加え、リニュ

ーアルオープンする公式ウェブサイトを SNS 及び各種広報媒体とも連動させ、「トロイヤ

ー記念アーツ・サイエンス館」を拠点とする文理の枠を超えた学びを情報発信の中心に据え

る。 

また、大学の多様性推進の観点から拡充を図る予定の、首都圏（1 都 3 県）以外の志願者
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を対象にした新奨学金制度を活用し、全国各地からの志願者確保に努める。 

遠方の高校生や漠然とリベラルアーツ教育に関心をもつような高校生に対しては、オン

ラインによる広報活動も継続し、対面との組み合わせで効果を高める。キャンパスの魅力、

ICU のユニークな教育環境を体感してもらうことを主眼においた夏開催のオープンキャン

パスは開催回数を増やすとともに、秋以降に小規模のミニオープンキャンパスも開催し、キ

ャンパス訪問者数をコロナ前の水準に戻すことを目指す。 

3) 外国の教育制度による志願者確保 

引き続きアジア、北米、ヨーロッパを重点地域とし外国籍の 4 年本科生獲得に注力し、大

学の多様性のさらなる推進を目指す。オンラインを活用しつつ、対面での海外リクルーティ

ング活動を再開し、海外高校カウンセラー及び日本語教師との信頼関係維持・構築、受験生

への情報提供を行う。潜在層に対しては「日本留学」が進路の一選択肢となるよう「日本の

大学で学ぶことの優位性と様々な選択肢」を軸にした説明会を他大学と合同で継続的に開

催する。2021 年度に新設した University of Tomorrow Scholarship や Global Youth Essay 

Competition についても、全世界的に ICU の認知度を高める取り組みとして継続する。 

アジアにおいては、シンガポール及び香港を重点地域とし、関係を構築してきた現地校か

らの出願増を目指す。北米では、JICUF（Japan ICU Foundation）が提供する USSI（United 

States Scholars Initiative）を利用した情報拡散をさらに展開し、重点地域である西海岸及び

ハワイにて対面による説明会の 3 年ぶり開催を目指す。ヨーロッパは、パリ、アムステルダ

ム、ロンドン、フランクフルト、デュッセルドルフ等の IB プログラムを実施するインター

ナショナルスクールを拠点として、IB 教員養成プログラムとの連携も含めたリクルーティ

ング活動を行う。また、国内インターナショナルスクールにおいては、カウンセラーとの関

係構築を継続するとともに、学校単位でのキャンパス訪問の機会増加に努める。国内日本語

学校の教員、生徒向けにも同様の取り組みを大学院と連携の上継続する。 

4) 高大接続事業の推進 

高等学校において探究型学習が促進され、各地の私立及び公立の高等学校の中高一貫へ

の転換が進む状況での高大接続の取り組みは効果的であり、高等学校教員からの ICU の高

大接続プログラムへの期待も確認できている。既存のプログラム- Global Challenge 

Forum(リベラルアーツの学びを通して、次世代の育成を目指す）、Science Café at ICU（文

理の枠組みを超えたリベラルアーツ教育を通して、広く自然科学に触れる）の定着を図ると

ともに、これらプログラムで得られた成果を踏まえ、ICU と親和性の高い高等学校との関

係強化、連携協定校の開拓に注力する。ICU 対１高校の連携強化の促進に加え、複数の高校

を有機的につなげ、ICU 対複数高校の高大接続モデルを関係高校と協働し実現させる。 

接続事業の発展形となる高校教員の研修プログラムのパイロットについても、ICU の教育

の質をより本質的に高校に浸透させる効果が高いため、引き続き検討する。 

5) 入試制度改革 

一般選抜における志願者減に歯止めをかける為に、基本の改革策を決定する。 

これを実行に移すため、2023 年度は内部制度の変更と外部への周知の年となる。外部へ
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の周知は、新校舎などの情報とも絡めつつ効果的に行う。 

また、この変更と並行して、更に抜本的な入試改革を並行して検討する。 

6) 選抜別定員数の見直し 

2022 年度の志願者、入学者の結果と、5)の入試改革の決定を踏まえ、実際に則した志願

者別の定員の変更を行う。また、国の定員管理の見直しに関する法改正を踏まえ、毎年の学

部の収容定員に対する在籍学生数の割合を踏まえた入学者数の決定、確保が出来る仕組み

を構築する。 

7) 志願者動向分析 

今までは、受験生の減少を「18 歳人口の減少」のみを理由として捉えていた側面がある。

しかし、状況は刻々と変化しており、実際に ICU が多くの志願者を集めている首都圏での

18 歳人口の減少率は低い。このような社会情勢・受験生の動向と、現在の本学の志願者の

傾向、入学後も含めた追跡調査なども含めた分析を行い、志願者確保の為の行動指針を作成

する。 

8) 奨学金制度の整備・拡充・見直し 

2022 年度は、「コロナ禍で顕在化した経済的理由で ICU での学びの継続が困難な学生（外

国人留学生を含む）に向けて」を指針とし、新たな奨学金として ICU 家計急変者対象奨学

金（既に運用を開始している）、4 年間継続型奨学金（2023 年度から運用開始）の制度を設

置した。これらに引き続き、2023 年度は ICU での学びを求め、相応の能力があるにもかか

わらず、経済的に恵まれていない状況にある学生をサポートするための奨学金制度の充実

を目指す。 

1 現行のピースベル奨学金の内容の拡充を行う 

2 予約採用型（１都 3 県以外の受験生に特化）奨学金の（制度）設置を行う。 

3 現行の新入生向け奨学金や授業料減免の拡張を含めた見直しを行う 

  

5. 学生宣誓の実質化 

1) 日仏英三言語版『ビジュアル版世界人権宣言』を活用した学生宣誓の実質化推進 

1953 年の第 1 回入学式以来行われてきた学生宣誓は、多様な背景や異なる価値観を持つ他

者を尊重する国際的社会人を育成する環境を提供する上で欠かせないものである。学生宣

誓が依拠する「世界人権宣言」の全学的な理解を深めるべく、学生主導の翻訳・出版プロジ

ェクトを通じて完成した書籍「日英仏三言語『ビジュアル版世界人権宣言』」を引き続き新

入生全員に配布する他、学内イベントや図書館での特集等、多様な機会を通じた学生宣誓の

浸透を推進する。 

 

6. 教育に関する人事面での施策 

1) 任用手順やスケジュールを見直した改訂版ガイドラインに基づき、日英両語によるリベ

ラルアーツ教育にふさわしい教員の任用を円滑に進める。また、ジェンダー・バランスと文

化的多様性の確保を推進し、ICU が目指すリベラルアーツ教育を担う人材を担保する。 
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2) 実務家教員を活用し、IB プログラムを安定的に運営する。 

3) 教育義務負担のシステム上の可視化開始により、その平準化と、より円滑なカリキュラ

ム運営を目指す。 

  

7. JICUF との連携 

個々の利害を超えて平和や幸福を追求する Global Citizens の養成を理念に掲げる

JICUF(*)は、ICU とヴィジョンを共有する。ICU 献学以来の絆を一層深めて、教育、学術、

社会活動に関する広範な国際交流プロジェクトの協働と連携を遂行する。引き続き、同窓生

によるグローバル講演シリーズ、SDGs と日本、学生による NPO 活動の推進などのプロジ

ェクトを協同して実行する。 

1) ウクライナ学生支援 

ロシア侵攻を逃れ本学で勉学を継続する 5 名のウクライナ学生を引き続き支援する。 

2) シリア学生支援 

シリア人学生イニシアチブ事業を継続する。 

＊日本国際基督教大学財団（JICUF）は、第二次世界大戦後、国際基督教大学（ICU）の設

立資金を調達するためにニューヨークに設けられた公共慈善団体 

  

8. 大学院 

1) 博士前期課程の５年プログラム及び３プログラム（外交・国際公務員養成プログラム、

責任あるグローバル経営者・金融プロフェッショナル養成プログラム、IB 教員養成プログ

ラム）、そして博士後期課程の内部質保証の検証を行う。 

2) 人材育成奨学計画奨学金(The Project for Human Resource Development Scholarship: 通

称 JDS プログラム)、ロータリー平和センターにおける海外からの留学生・ロータリー平和

フェローの受入プログラムについて、これを安定的に運営する。また、国際ロータリーによ

り定期的に実施されている“Relationship Building Visit”に向けた準備と実施を行う。 

  

9. ICU のエートスの継承と発展 

1) キリストの福音によって立つ大学として、チャペルアワー（大学礼拝）、C-Week（キリ

スト教週間）等、キリスト教諸活動の実質化を推進する。オンライン技術の活用によって全

学的に積極的な参加を奨励しつつ、キリスト教と聖書を通して、学生と教職員が心豊かに共

に過ごし、神と向き合う時間を創る。特に、新しい世代における学生生活のあり方の変容に

向き合い、キャンパス内で痛みや悲しみに寄り添う空間・関係性の構築に努める。また、新

築のトロイヤー記念アーツ・サイエンス館と隣接するシーベリー記念礼拝堂の新たな活用

法を模索しつつ、ICU 教会との協力・連携を基盤としたキリスト教精神の具現化を目指す。

文化や宗教の違いを超えて互いに尊重し合い、理解を深める対話を学内に推進し、学内諸活

動の幅広い協力と交流を図る。 

2) 2023 年度の新入生リトリートは、宿泊を伴わない新たな形式で実施する。学内で実施す
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る利点を生かした新たなプログラムを策定する。 

3) ICU の教職員住宅は、オープンハウス等を通じた教職員と学生の交流の場として活用さ

れており、献学から一貫して ICU の建学の理念を具現化する施設となっている。こうした

伝統を継承していくことを念頭において、リニューアル計画を進めてきている。2021 年度

の共同住宅（12 戸）の新設に続き、2022 年度は、既存の集合住宅（12 戸）の大規模改修を

実施（現在改修工事中）、2023 年度には、入居可能な大学住宅数を確保するために次期共同

住宅の計画の策定、建設の準備作業を行うともに、固定資産税負担の軽減を図るため、老朽

化した木造住宅の取り壊しに着手する。 

  

  

II. 研究・学術交流に関する目標と計画 

1. 研究所の研究活動の充実 

1) ICU の「アーツ・サイエンス」を体現する分野横断的な研究テーマを立案・計画し実行

するため、研究所等の枠組みを活用し、分野間の対話を促進する。また、研究所の研究活動

の活性化のため、より効果的な予算執行に向けて検討する。 

  

2. 若手研究者採用の仕組みの整備 

1) ICU の大学院で Ph.D.を取得した若手研究者を特任助教として雇用する制度の拡充を図

る。 

 

3. 学術的プレゼンスの顕揚 

1) 外部資金研究費への応募支援及び研究倫理教育の実施 

科学研究費助成事業（科研費）については、引き続き、適切な情報提供、応募支援を行う。

科研費以外の外部資金研究費についても、同様にタイムリーな応募支援に努める。また、大

学院生向けに日本学術振興会の特別研究員養成事業や学内の博士研究員制度等について、

早期に情報提供を行い、応募支援を行う。研究倫理教育、特にコンプライアンス教育につい

て取り組みを強化する。 

2) Othmer 記念科学教授による、リベラルアーツにおける自然科学の重要性の発信 

次世代を見据えたリベラルアーツにおける自然科学分野の重要性、文理の枠を超えた学び

を学内外に広く発信する。Othmer 記念科学教授による講演、他分野教員/卒業生などとの

対談を企画し、ウェブサイトや広報媒体を通じて発信する。 

3) 教員個人および大学全体の学術的成果の社会への発信の強化 

リニューアルオープンする大学公式ウェブサイトにて、教員の学術論文や研究成果をタイ

ムリーに更新し、学術的成果を訴求する。 

4) 研究成果の発信 

学術資源プラットフォーム（機関リポジトリ）より、本学教職員の成果物公開を促進するこ

とでプレゼンスを高める。学術情報のインプット、研究成果を発信する場として、オスマー
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図書館、上下階の空間構成を再考する。Society 5.0 を意識したサイバー空間、フィジカル

（現実）空間の連動した環境整備をラディカルに進める。 

  

4. 大学間連携 

1) 奈良先端科学技術大学院大学「デジタルグリーンイノベーションセンター」に、教育・

研究において全面協力を行う。 

2) 研究開発コンソーシアム「量子インターネットタスクフォース」へ参画し、量子インタ

ーネットの実現に向けた大学・企業との共同研究を行う。 

 

 

III. 社会との連携 

1. ICU の理念に適合する産学共同プログラムやプロジェクトの推進 

1) 国連グローバル・コンパクト、国連アカデミック・インパクト、国連大学 SDGs 大学連

携プラットフォームに引き続き参加し、大学の SDGs の取り組みの強化、国際社会で活躍

できる人材育成等を図る。具体的には、SDGs 推進室を中心に学生を中心とした活動を展開

し、フェアトレード、竹林管理、SDGs 推進に資するワークショップを定期的に開催し、

SDGs 推進室の公式ホームページを通じて学内外への情報発信にも努める。 

 

2. 地域との連携の一層の推進 

1) 三鷹市との包括協定のもと、三鷹市と本学との連絡協議会を開催し、連携事業の共有な

らびに連携協力の推進をはかる。また、昨年包括協定を締結した三重県松阪市とは、松浦武

四郎記念館と本学の湯浅八郎記念館との交流も含め、連携を進めていく。 

 

 

IV. 事務組織の効率化と働き方改革 

1) 引き続き各部署の適切な人員配置を検討し、段階的に部の統合・再編成を行う。 

2) 事務局⾧下で継続的に活動する部署横断の職員による「業務改善プロジェクト」を中心

に、DX 関連施策を推進する。 

3) 多様な働き方を可能にするために、業務の ICT 化、ペーパーレス化、オフィスのフリー

アドレス化を推進し、オンライン・コミュニケーションツールの利用を促進する。 

4) 事務用 PC について５年に一回の一斉更新から毎年の順次更新に変更することで環境の

最新化を行い、生産性向上のための新しい試みや、テレワークなど多様な働き方を可能にす

る。 

5) 大学の意思決定の記録、エビデンスである行政文書等を有効活用するためのシステム構

築を行う。 

6) SD の推進 

- 教育機関に勤務する職員として必要とする知識を習得するための全体向けの基礎研修を
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引き続き実施する。 

- 新人職員や管理職向けの職階別研修プログラムを制度化する。 

 

 

V. 財務内容の改善 

1. 施設整備計画を踏まえた財政運営 

1) 財政計画 

2019 年度予算より、少人数教育を支える本学特有の財政構造維持のため、ICU 基金の過

去 10 年間の実質平均収益率を基に学校予算への繰入額を設定し、これを基礎として資金収

支の均衡維持を目標とした予算編成を行い、中⾧期的に健全な財政を維持することとした。 

2023 年度についても同様の方針により、基金から学校予算への繰入額をあらかじめ設定し

てその範囲内で物件費及び人件費を含む予算編成を行い、資金収支の均衡を維持する。 

2023 年度には大規模な施設整備計画として、理学館改修工事、個別空調化改修工事（デ

ィッフェンドルファー記念館西棟、オスマー図書館、礼拝堂）等を予定している。また 2024

年度に大規模な改修工事を予定している本館の改修にも着手する。これらに係る施設整備

予算は、合わせて上記予算編成に組み込むこととし、これらの施設整備計画に係る資金は、

基金の運用益保全の観点から、引き続き、私学事業団及び市中銀行からの⾧期固定の借り入

れにより調達する。 

2) 募金事業の推進 

寄付者及び寄付者となりうる層に対し、関心テーマ別寄付成果のフィードバックや大学

の最新情報提供による関係性構築を図り、大学への共感を得ることで寄付への関心を高め、

新たな寄付/継続寄付につなげるというサイクルを効果的に運営していく。特に、学生の多

様性確保のための奨学金制度の拡充を支えるため、Pay Forward 基金への各地域からの支援

者増、大口寄付獲得につなげる取り組みを展開する。あわせて、キャンパスのシンボル的な

存在であり歴史的にも価値の高い本館の改修に係る募金活動の在り方を検証する。 

Friends of ICU (FOI)募金の基盤となる同窓生に対しては、キャンパス訪問の機会を増や

し、コミュニケーションを強化することで、寄付文化の醸成に努める。 

企業や財団に対しては、それぞれの特色を踏まえたアプローチを継続し、大学の理念を共

有できる企業と、企業にも資する成果を共有できるような Win-Win の関係を構築し、寄付

獲得に繋げる。相続・遺贈に対する関心の高まりに応え、本学が遺贈寄付の選択肢となりう

ることの認知向上につながる相続・遺贈セミナーや個別相談等の取り組みも継続する。 

 

  

VI. その他 

1. 危機管理 

1) 個人情報のデータ管理の徹底を図る。 

2) COVID-19 対応の経験を踏まえ、部署横断的に危機的事態や個別案件に対応できる体制
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を整備する。 

3) パンデミックや災害時の教育の継続を確保するための設備と体制を整備する。 

4) ユーザの IT リテラシー向上のため、引き続き全教職員に対するセキュリティ研修を行

う。また、特にリスクの高いと想定されるテーマを選定した訓練を定期的に実施する。 

  

2. ICU の環境資本、文化資本の活用の活性化と情報発信の強化 

1) 学内に現存する国の登録有形文化財「泰山荘」の保存および活用について、湯浅八郎記

念館が中心となり、専門機関と連携し、学生団体に指導・助言をするなどして活動を行う。

泰山荘の一畳敷原寸模型の国外への貸出も行う。 

2) キャンパス内の ICU 果樹園構想を進め、食と環境について考える場の創出を検討する。 

  

3. 自己点検・認証評価の準備 

教育の充実と学生の学習成果の向上のため、昨年度実施した卒業生調査の分析や外部評

価を実施し、内部質保証の取り組みを整理・拡充させる。学修成果を把握し評価する方法や

指標を検証し、それらを適切に活用していく。 

  

4. 周年事業の準備 

2023 年の献学 70 周年を節目に今後の周年事業のあり方を検討し、実施計画を策定する。

募金事業、アカデミック・プログラム、教育環境、大学の歴史など、柱となる事業を全学的

に洗い出し、段階的な準備に着手する。 

  

  

 

【高等学校】 

 教職員の連帯と協働を支えに教育専門家共同体としての充実を図る。キリスト教教育、教

科教育、グローバル教育、ICT 教育など、校内で展開されるさまざまな教育活動を、常に本

校使命との関連において進展させていく。45 年間にわたって生徒と教員がつくりあげてき

た授業実践の蓄積と学校文化をさらに充実した豊かなものとし、社会に発信したい。新型コ

ロナウイルス感染症への対策に遺漏なきようつとめ、生徒・教職員の安全を第一としつつコ

ロナ収束後を見据えた学校運営を行う。 

  

I. 教育に関する事業 

1. 新教育課程実施に伴う対策 

2018 年 3 月に学習指導要領が改訂され、2022 年度入学生から新教育課程が年次進行で実

施されている。教育課程の系統性に留意して年間授業計画や人事計画を策定し、カリキュラ

ム・マネジメントのしくみを整えながら教育課程改訂二年目の教育活動に遺漏なきようつ

とめる。特に、二年生の全員履修科目「公共」「家庭基礎」において、実践的・体験的な学



12 

 

習活動を通して、よりよい社会の実現を共に目指すための学びが行われるよう支援する。加

えて、総合的な探究の時間を「クロスプロジェクト」とし、全教職員の参与により、生徒が

多分野の学びを自身の知に総合し、探究により知を深め、発信・共有する契機となるよう整

える。そのために必要な教職員の研修を実施する。どちらも、生徒対象の学年末アンケート

調査によって生徒の取り組み状況を確認する。2024 年度の新教育課程完成年に向けて、3 年

次設置の新しい科目の授業計画を作成・確認する。加えて、受験生・在校生が「ICU 高校の

学び」を俯瞰できるようなきめ細やかな発信をめざす。 

  

2. グローバル教育プログラム（GLP）の充実 

スーパーグローバルハイスクール（SGH）事業を通して獲得した知見や成果が、本校の教

育の一つの柱として定着している。SGH 記念講演会やキリスト教講演会などによる多くの

生徒への課題提起、学習発表会の円滑な実施と生徒の主体的な参画、三年生課題探究講座の

先駆的実践と全校での共有に加え、それらを教科教育と往還させ、教育課程をいかしてさら

なる工夫を図る。加えて、生徒の自主的な活動の高まりが顕著であるので、それらを励まし

促進する全校的なメディアと奨励のしくみの運用に引き続き注力する。コロナ禍にあって

学校の活動の一つとして完全に定着したオンライン等による講演会やワークショップなど

をさらに充実させる。これには、本校卒業生の支援と協力を仰ぐ。 

2020 年度以来中止してきた国内・海外スタディツアーの再開に向けて、必要な検討を始

める。 

  

3. 進路指導体制の強化 

本校を、国際基督教大学を始めとする国内外の有力大学に進学可能な生徒を輩出する高

校と位置づけ、必要な進路指導を展開する。3 年生の大学入試受験状況の適時追跡と適切な

指導、教員間での情報共有にさらに注力する。引き続き大学入試改革に備えた情報の収集と

提供を重要課題とする。特に、2025 年以降の大学入学共通テストの「問題作成の方向性及

び試作問題等」が公表され、本年 6 月以降に「問題作成方針」が正式に決定される。これら

の情報を分析し、本校教育を点検する機会とする。 

国際基督教大学との高大接続に関しては、高大連絡会議が定期的に開催されており、入念

な情報交換や協議検討を重ねている。在校生と保護者に対する広報活動についても、対面で

の実施を回復できたので、引き続き充実させる。国際基督教大学の教育活動の新しい展開を

積極的に周知するよう努める。本校からの進学者が多い主要大学による個別の説明会を対

面で実施するほか、「卒業生を囲む会」を複数回開催し、各学年を通じて進路に対する意識

を高める。 

海外大学進学に関しては、本校卒業生の海外大学教員や海外大学在学生による進学相談

会、海外大学の学生募集担当者による説明会等を随時開催する。国内外で行われる進学相談

会や研修会に関する情報提供を積極的に行う。特に、SAT の校内実施に遺漏なきように務

める。カレッジ・アドバイザー（外国語科ネイティブ教員担当）、グローバル教育アドバイ
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ザーによる支援体制を強化する。 

  

4. 生徒指導及び生徒の成⾧支援 

情報社会の進展に伴い、生徒や学校を取り巻く情報環境は大きく変化している。情報モラ

ル、情報リテラシー、セキュリティに関する生徒の意識と知識をより高めるために、入学時

に行っている学年指導に加え、一年生「情報」などの教科教育の中での指導を体系的に展開

する。 

学級担任及び学年担任団を中心とした生徒ケアに加え、養護教諭、スクールカウンセラー、

外部専門家による専門的知見に立脚した生徒の成⾧への支援を手厚く展開する。そのため

に必要な教職員の研修を、LGBTQ 生徒への対応やスクールカウンセリングなどをテーマ

に実施していく。生徒の人権を保護し、いじめやハラスメント事例の発生を未然に防止する

ために必要な組織を整備する。2022 年度に英語によるカウンセリングが可能なスクールカ

ウンセラーが着任したので、生徒の心に寄り添い成⾧を支援する働きかけを強める。生徒対

象の学年末アンケート調査により、学校生活への満足度の推移を注視する。 

細井教生賞による生徒活動の奨励・表彰、国際基督教大学高等学校奨学金による学業継続

困難な生徒への支援、喜吉フォワード奨学金による就学困難な新入生への支援など、諸制度

が有効に活用され、必要な生徒に届くようその運用に配意する。 

  

5. ICT 環境の充実化・活用促進 

ICT 環境を充実させ、その活用を促進し、教育の質および授業効率の向上をさらに図る。

2020 年以来、コロナ感染症拡大による休校・オンライン授業の期間中、本校教職員はオン

ラインによる学びの構築に関する知見を高め、その有効性を見極めることができた。発信・

発言・共有の場としてオンラインの活用は重要であり、学びの蓄積をどう保存するか、引き

続き教科教育における課題とする。次なるパンデミックや自然災害発生に備えたオンライ

ン授業体制の模索を継続する。BYOD（生徒が自身のノート PC・タブレット等の端末を学

校に持参）を推進し、授業等あらゆる学校活動における活用を促進していく。 

IT 環境の一層のクラウド化とそれによるセキュリティの強化を目指す。教員用端末の更

新時期が近づくので、次回導入機器の研究を開始する。 

事務室の学籍管理、教務部の履修システムと成績システム、調査書発行システムなどを統

合した新教務システムの 2024 年度以降の導入を見通して、検討を始める。 

  

6. 学校図書館運営 

本校は、SGH 校指定以来それに相応しい学校図書館づくりを一層進め、図書館が学びの

場所としても有効に活用されるようになった。ICT 環境をさらに充実させ、創造的な授業展

開の場とする。2023 年度は特に、カウンター機能の拡充におるレファレンスの充実に注力

する。生徒の学習の支援のみならず、図書館スタッフが生徒の興味関心を把握することで、

選書作業やブックフェア企画に生かしていく。教科教育・探究型学習・学校行事をバックア
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ップするための蔵書・オンラインデータベースの充実、ブックフェアや講演会の開催などに

引き続き取り組む。特にブックフェアのテーマの幅をより拡げることで、図書館利用に消極

的な生徒らの利用促進につなげる。生徒自ら原稿を執筆する広報紙の発行を継続し、生徒の

研究心や好奇心の育成を支援する。貸出冊数、広報紙発行状況、イベント来場者数等を注視

する。 

  

7. 学寮運営体制 

帰国生受け入れ校である本校においては、百名を超える生徒が寮生活を送っている。2017

年度に開始した学寮の外部委託制度と、教員主導による学寮委員会は順調に機能し、学寮運

営は両者の協働により安定化した。また、2020 年 9 月の改修完了に伴う５寮体制への移行

も円滑に行なわれた。感染症対策に留意しつつ、寮生のよりよいコミュニケーションの下、

さらに自主自律の生徒寮をつくりあげる。週末閉寮に関しては、寮生の利便性に配慮した

「前夕帰寮」制度を柔軟に運用する。また「週末特別在寮」を学期に２，３回引き続き実施

する。 

  

8. 父母の会・同窓会との連携 

父母の会との連携をさらに強化し、生徒の学習や諸活動への支援を仰ぐ。他方で保護者に

対しても ICU 献学の理念や本校の掲げる使命を伝えていく。同窓会との連携を強化し、同

窓生が講演会、海外学校説明会、募金活動等を通じて高校をより支援できるよう体制の構築

を図る。特に、本校創立 50 周年記念を視野に、卒業生によるサポート募金への継続的な協

力を得るための方策を検討し、同窓会の理解と協力を得ながら実施していく。 

  

II. 広報・リクルート活動に関する事業 

1.   帰国生受け入れを主たる目的とする本校の存在や教育理念を、さらに国内外に向けて

発信する。本校からの発信が、とくにコロナ禍の海外にあって不安や閉塞感を覚える海外生

を励まし、また本校の掲げる理念に共鳴する中学生に対して、新しい学校のあり方を提起す

るものとなるように、教育と広報の充実と連動を図る。国内一般生への広報活動に注力する。 

2. 国内広報活動・海外広報活動ともに、感染症による影響が残る状況下で、オンラインを

有効に活用しながら、多くの受験生・保護者に必要な情報を確実に届けることができるよう

創意工夫を重ねる。2020 年度より中止となっていた公益財団法人海外子女教育振興財団の

海外・国内学校説明会への参加をはじめ、各地で説明会に参加、実施していく。校内におい

ては、オンライン説明会の進化と Campus Walk Hour の充実、両者の組み合わせにより、

受験生とその保護者の満足度を高めていく。個別学校見学の再開及びその安定的な運営を

図る。 

3. コロナ禍が⾧期化するに伴い、海外在留邦人及びその子女数の減少が見られる。帰国生

受け入れを主たる目的とする本校が、今後も安定的に入学者を確保できるよう、海外子女教

育振興財団等からの情報収集を行い、必要な諸策を検討する。また、一般財団法人東京私立
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中学高等学校協会資料によれば、都内公立中学校卒業者数は、2030 年度まで微増を続ける

が、その後一転し急減を始める。安定した生徒確保のために、本校教育の質をさらに高め、

その魅力の発信に努める。 

4. 本校入試の実施に万全を期する。オンラインによる帰国生認定や出願、帰国生徒入試に

おける海外生対象のオンライン面接など、過去三年間にわたり蓄積したコロナ禍における

知見等を踏まえ、適正な入学試験を実施する。 

  

 

III. 財政計画・施設改善に関する事業 

1. 引き続き、健全な財政運営に努める。主要な校舎、学寮及びグランドの大規模改修が終

了したが、今後とも中期的な施設整備計画、人員計画等に則り、中期財政計画を立案・実行

する。支出面では物件費や電気料・燃料費の抑制・適正化を継続しつつ、収入面では募金活

動を強化することにより財源の多様化を図る。授業料・施設費等改定に向けた検討を始める。 

2. 懸案であった高校食堂の空調機の更新・新設工事及び体育館アリーナ照明更新工事を行

う。2022 年度の食堂業者の変更に加えて、前者により生徒への快適な食事環境が提供でき

生徒の満足度の向上が期待されると共に、食堂をさらに多目的な用途で解放、使用できるよ

うになる。後者により、保健体育授業の円滑な実施と生徒のクラブ活動の充実及び⾧期的に

はコスト削減が期待できる。なお健全で持続可能な財政運営に努める。 

3. 高校募金委員会を中心に、在校生保護者や同窓生等に対してさらに力強い働きかけを重

ねる。本校 HP 上において「ICU 高校サポート募金」オンライン決済の案内を開始された

ので、HP 上での寄付者とのコミュニケーションを厚く図りつつ、継続的なご寄付への働き

かけを強める。 

  

 

IV. 危機管理体制の構築に関する事業 

1. 全校避難訓練を、授業時間中及び生徒自主活動中を想定して 2 回実施する。防災に関す

る意識や知見を高める機会とする。ハラスメント防止などの生徒指導対策、情報セキュリテ

ィ対策、防災対策等、危機管理を引き続き徹底する。校内研修のテーマとして取り組むほか、

法人や大学が主催する各種研修会にも積極的に参加する。 

2. 2022 年度に開始された人権相談・人権委員会のしくみが有効に機能するよう配意する。

教職員のメンタルヘルスケアのための予防的取り組みとして、セルフケア、ラインによるケ

アを含め良好な職場環境の充実整備を図る。 
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【法人】 

I. ガバナンス改革への取り組み 

 ガバナンスコードについては、日本私立大学連盟が公開している「私立大学ガバナンスコ

ード」に準拠したうえで、本学の特色を生かした形で更新し公開していく。 

文部科学省において検討されている私立学校ガバナンス改革の提案内容については、その

全体像が明確になってきた段階で、本校の献学の理念を十分に踏まえたうえで、理事会等で

議論を重ね、時代のニーズにあったガバナンス改革を進めてく。 

  

 

II. 福利施設の整備 

運営委託業者が変わり 2 年目となる、大学ならびに高等学校の食堂および売店の運営を

軌道に乗せる。加えて、トロイヤー記念アーツ・サイエンス館におけるカフェを新規オープ

ンし、法人内の福利施設の一層の充実をはかり、学生の満足度向上に貢献する。 

  

 

III. キャンパスの施設整備 

現在、進めているキャンパス施設の整備事業は、ほぼ、計画通りに進捗している。 

2022 年 11 月末にトロイヤー記念アーツ・サイエンス館が竣工、2023 年度については、

理学館の改修（仮教室化）、また、ディッフェンドルファー記念館西棟、オスマー図書館、

礼拝堂の空調設備更新や照明の改修工事（LED 化）を実施予定である。さらに、本館の改

修の設計について検討を進め、2024 年度完了を予定している。さらに、老朽化した水道施

設についても更新作業を進めていく予定である。 

  

 

IV. キャンパスの自然環境 

キャンパスの自然環境については、持続可能性の維持や生物多様性確保面からの対策を 

考慮していくことを念頭に置き、保全方針に基づく実施計画をエリア毎に策定し、環境保全

に務める。また、自然環境を ICU の教育を支える重要な経営資源と位置づけ、学生たちの

学びの場となり、教育に活かされるよう、積極的に活動環境を整備していく。さらに、自然

保護の国際目標である３０ｂｙ３０（2030 年までに陸と海の 30％以上を保全するという目

標）の達成に向けて、キャンパス全体について、自然共生サイト（生物多様性の保全に貢献

するエリア）の認定を受けることを目指す。こうした認証を受けることにより、他大学との

差別化を進め、大学のプレゼンス向上を図る。 


